
 

令和５年 第４回浜松市議会定例会 

一般質問及び浜松市答弁 

 

 質問者 市民クラブ 石津陽子 

 

質問 答弁 

１ 子ども・子育て支援について 

本当に必要とされる支援は何

か、子育て世代の声をしっかりと

受け止め、施策に取り入れていく

ことが必要である。現役で子育て

をしている人のリアルな声は、こ

れからの子育て世代を支援するた

めの有効なヒントとなる。本市の

子育て支援施策の評価が上がるか

どうかは、本年６月から８月に実

施した「令和５年度子ども・子育

て支援に関するアンケート調査」

を分析し、どう形にするかにかか

っているのではないかと考える。 

(1) 一時預かりやはますくヘルパー

などについて、より充実した制度

への大きな変革を求める。「ママの

リフレッシュのために、もっと

堂々と気軽に利用できる一時預か

りのサービスが欲しい」、「保育サ

ービスの受付や申し込みなどの手

続きをオンラインでできるように

してほしい」などの声がある。子

育て世代のリアルな声を聞くこと

が、子育て世代が満足するサービ

スを構築していくことにつなが

る。そこで一時預かりやはますく

ヘルパーなどの充実に向けた取り

組みについて伺う。 

(2) 本市人口の半数以上の登録があ

る「浜松市ＬＩＮＥ公式アカウン

ト しゃんべぇ情報局」で子育て

の情報を配信することは、子育て

世代への積極的な情報発信になる

と考える。「浜松市公式ＬＩＮＥし

ゃんべぇ情報局」からの子育て情

報のプッシュ通知を子育て世代に

１．(1)(2) 吉積こども家庭部長 

 (1) 本市では、仕事や病気などで一時的に子どもの保育が必要な場

合や、保護者が育児に負担を感じリフレッシュしたい場合などに利用

できる、認可保育施設での一時預かり事業や、ヘルパーが家庭を訪問

し、家事支援や育児相談等の支援を行うはますくヘルパー事業等を実

施している。認可保育施設での一時預かり事業は、実施施設が 148施

設と多いことから、本年 10 月より、施設の空き状況をサイト内で検

索できる機能を追加し、利便性の向上を図った。はますくヘルパー事

業は、現在 1歳未満の乳児を対象としているが、子育て支援ひろばの

事業者や利用者等からの声を参考に、更なる育児負担の軽減や孤立感

の解消に向け、対象年齢の拡大や利用可能時間の拡充等に向け検討を

進めている。また、本年 10月に、市内 25か所で開催している子育て

支援ひろば事業者に対し、一時預かりにおけるニーズや相談対応状況

などについてアンケートを実施したところ、買物や通院、リフレッシ

ュなどの機会にも子どもを預けたいと希望している利用者の声が多

くあった。今後は、子育て世帯が一時預かりを気軽に利用してもらえ

るよう、利用内容や利用可能施設等をわかりやすく周知するととも

に、利用目的や希望する利用時間など、様々なニーズに対応できるよ

う、子供を預けられる場の充実に向けて検討していく。 

 (2)「浜松市 LINE公式アカウントしゃんべぇ情報局」は、現在登録

者数約 42 万人を数える本市の公式アカウントで、市政のトピックス

や防災情報、窓口における手続き案内など、市民生活に身近な情報を

タイムリーにお届けできるツールとして多くの市民が利用している。

一方、子育てに関する総合的な情報を提供している「浜松市子育て情

報サイトぴっぴ」は、昨年 4 月にリニューアルを行い、LINE アカウ

ントに、お住いの地域や子どもの年齢、関心のある情報などを登録し

た方に対し、新着情報やイベントのお知らせなど、子育てに役立つ情

報を週 1 回程度のペースで配信している。現在、ぴっぴの LINE アカ

ウントは、子育て情報を一元的に発信する媒体として機能しているこ

とから、今後も運用を継続していくとともに、多くの子育て世代の方

にぴっぴの LINE アカウントの存在を知っていただき、登録につなげ

ることが必要だと考えている。このため、本市の公式 LINE アカウン

トと連携し、ぴっぴの LINE アカウントを周知するための配信や、ぴ

っぴの LINE アカウント登録画面にジャンプするボタンを新たに設け

るなど、子育て情報を必要としている市民に、より効果的に情報発信

できるよう取り組んでいく。 
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質問 答弁 

積極的に届けることや、「浜松市子

育て情報サイトぴっぴ」のＬＩＮ

Ｅアカウントへの誘導として活用

していくことを提案する。そこで

「浜松市ＬＩＮＥ公式アカウント 

しゃんべぇ情報局」と「浜松市子

育て情報サイトぴっぴ」の、ＬＩ

ＮＥと連携した子育て情報の発信

についての見解を伺う。 

 

 

２ 健康増進への取り組みについて 

健康増進のために、市民の健康

に対する意識の向上や、病気の早

期発見等、様々な角度・観点から

健康増進を推し進めていくことが

必要である。本市における健康増

進への取り組みについて伺う。 

(1) 健康経営について 

浜松ウエルネスプロジェクトの大

きな柱として『地域企業の健康経

営の推進』がある。本市では健康

経営に取り組む企業を増やすこと

を目標に掲げ、2016年「健康経営

優良法人認定制度」を開始してい

る。企業の安定的経営を目指す基

礎として従業員の健康に投資をす

ることは重要である。 

ア 健康経営優良法人認定制度の

市内企業の取得率はどうか。ま

た、健康経営優良法人の認定に

向けた、企業への健康経営に関

する情報提供の状況及び企業サ

ポートの状況について伺う。 

イ 現在、進めている地域企業の

健康経営実態調査の進捗はどう

か。また、こうした現状把握と

ともに企業の意識向上に積極的

なアプローチが必要であると考

えるがどうか伺う。 

(2) がん対策推進について 

本市では2013年度に「浜松市がん

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．(1) ア、イ 藤野ウエルネス推進事業本部長 

 ア 国では、企業の健康経営を促進するため、優良法人を「見える

化」する認定制度を 2016 年から運用している。本市の認定取得企業

数は、2023 年に 182 社で、この 3 年間で 2.8 倍と大幅に増加してい

るが、取得率は市内法人の 0.73%という状況である。こうしたなか、

企業への情報提供とサポートについては、健康経営のメリットとサポ

ートメニューを周知するチラシを作成し、関係団体や協会けんぽ会員

企業に配布するとともに、市ホームページ等で同様の情報を発信して

いる。さらに、本年度、商工会議所や金融機関など地域の産業支援機

関を対象に健康経営の意義を確認するセミナーを新たに開催し、地域

をあげた取組に向け、動き出したところである。また、関心のある企

業を対象にセミナーを開催し、本年度は基礎編に 47社 67人、実践編

に 38社 48人の参加があった。こうした周知活動やセミナー開催によ

り、昨年度は認定取得のための相談に加え、34 社に対して申請書作

成時のアドバイス等の個別サポートを行い、33 社が優良法人に認定

された。本年度は、32社のサポートを行ったところである。 

 イ 健康経営の取組実態を把握し施策の参考とするため、従業員 5

人以上の市内企業 3,400社を対象に、調査を実施している。現在、集

計作業中だが、順次回答を確認する中では、健康経営を認知していな

い企業が比較的多く、また、取り組んでいない理由としては、多忙の

ほか、予算、マンパワー、知識やノウハウが不足している状況が多い

という印象がある。こうしたことから、まずは地域企業の皆様に健康

経営について一層の周知を図ることが重要と考える。このため、来年

度は浜松ウエルネス推進協議会に参画する企業の健康経営アドバイ

ザー資格取得者と連携し、企業訪問活動を新たに始めるなど、周知活

動を強化していく。また、意欲ある企業のサポートが重要であり、企

業からの相談に応じるサポートデスクの新たな設置をはじめ、健康活

動を支援する補助制度の新設を検討するなど、支援メニューを拡充し

たいと考えている。さらに、すでに健康経営に取り組んでいる企業を

ホームページ等で広く紹介するとともに、企業自身が取組をＰＲする

ためのノボリ旗ヤステッカーを配布するなど、取組企業の応援策を検
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対策推進計画」を策定し、2018年

度からは「第２次浜松市がん対策

推進計画」に基づき、がん検診推

進事業、がん予防・早期発見対策

を行ってきた。今年度は第２次計

画の最終年度のため、来年度から

の新しい第３次計画について策定

準備が進められている最中であ

る。 

ア 「第２次浜松市がん対策推進

計画」では、がん教育・がんに

関する知識の普及啓発・人材育

成の部分が新たに加わった。特

に、学校教育におけるがん教育

は、学齢期から正しい知識を身

に付けるという点において非常

に重要であり、がん経験者の話

や専門的な方の話を聞くなど、

外部講師による講座を積極的に

活用すべきと考える。 

そこで、本市の小・中学校に

おけるがん教育の実施状況と今

後の取り組みについて伺う。 

イ がん検診率は非常に低く、本

市の2022年度の受診率も厚生労

働省が示しているがん検診受診

率目標の50％を大きく下回るの

が現状である。こうした中、浜

松市ＬＩＮＥ公式アカウント

「浜松市がん検診」がリニュー

アルした。全体のがん検診の受

診推奨とするＬＩＮＥと位置づ

け、周知・登録推進を進めてい

くべきと考えるが、どうか伺う。 

(3) 職員の健康増進に対する取り

組みについて 

市役所内部においても「健康経

営」の視点を取り入れることで、

質の高い市民サービスの提供や効

率的な行政運営につながることが

期待される。職員に関する健康管

理や健康増進への取り組み、また

討する。今月下旬に取りまとめ予定の実態調査結果を参考に、効果的

に事業を展開し、地域企業はもとより従業員とその家族が元気にな

り、市民の健康度と地域産業力が高まるよう積極的に取り組んでい

く。 

 

２．(2)ア 奥家学校教育部長 

 がん教育は、2016年の改正がん対策基本法に基づき策定された「第

2次浜松市がん対策推進計画」において、児童生徒ががんに対する正

しい知識や理解を持つことを基本的な考え方として定めている。小中

学校における実施状況については、各学校で作成する学校保健計画に

がん教育を位置付け、主に小学校 6年生の体育や中学校 2年生の保健

体育において、がん及び生活習慣病等の予防について指導している。

また、教育委員会では、がんに関する専門的な知識や、がん患者に関

する理解を深めるため、医師、がん経験者、保健師等の協力のもと、

2020 年度から「がん教育外部講師事業」を行っており、昨年度は 10

校に外部講師を派遣した。講座を受けた児童生徒からは「がんへの理

解が深まり、自分事として受け止めることができた」、「がんは誰でも

なりうる病気で、もし家族の誰かががんになってもしっかりと向き合

っていきたい」等の感想があり、外部講師の活用は有効であると考え

ている。今後も、関係団体等と連携を図りながら外部講師事業の拡充

に努めるとともに、児童生徒ががんについて正しく理解し、健康と命

の大切さについて主体的に考えることができるよう、がん教育を推進

していく。 

 

２．(2)イ 平野医療担当部長 

 本市における昨年度の 5 大がん検診受診率は、肺がん 30.3％、大

腸がん 28.7％、胃がん 20.3％、子宮頸がん 41.4％、乳がん 42.3％で

あり、浜松市がん対策推進計画に掲げる目標受診率 50％以上を達成

できていない状況である。受診率向上のための施策としては、健康診

査のお知らせの全戸配布や特定健診とがん検診の同時受診券発送、各

種イベントなどにおける啓発活動や、がん検診推進協定企業において

従業員や関係企業などへの周知・啓発を依頼するなど積極的な取組み

を実施している。2021 年度に実証実験サポート事業として開始した

「LINEを活用した子宮頸がん検診受診率向上事業」については、2022

年度からは市の委託事業「LINE を活用した女性特有のがん検診受診

勧奨事業」として乳がん検診を加えて継続しており、現在の友達登録

数は約 3,800人だが、更なる登録者数の増加に向け、各種イベントに

よる呼びかけ、市内大学や企業等に対し、登録推進の周知依頼を行っ

ているところである。子宮頸がん・乳がん検診は、特に若い世代の女

性をターゲットにした LINE の活用に加え、未受診者を対象とした休

日検診の実施、聖隷クリストファー大学と連携した無料クーポン券発

送用封筒や啓発チラシのデザイン作成、若い世代が集まるイベントへ
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がん検診受診率はどうか。また、

地方公務員の定年延長による職員

の高年齢化への対応として、身体

的不調者の増加への対応、未病対

策にも取り組んでいく必要があ

る。定年延長に伴う対応として、

新規の取り組みについてはどのよ

うな見解か伺う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ビーチ・マリンスポーツの振興

について 

現在、2018年度に策定されたビ

ーチ・マリンスポーツ事業化計画

に基づいた各地区の拠点整備が進

められている。2025年に一部供用

開始になる遠州灘海浜公園江之島

地区ビーチコートを核として、江

之島地区から中田島に続く防潮堤

沿いの賑わいも期待できる。ビー

チコートを点ではなく、面で捉え

て周辺地域の広域的な開発を進

め、また2027年のビーチコート完

共同で参加するなどの活動により、他のがん検診に比べ受診率が高

く、一定の成果が出ているものと考えている。新たな健康増進計画に

おいては、がん検診受診率の目標が国の計画に合わせ 60%に設定され

ることから、新たに民間企業と連携し、がん検診受診キャンペーンを

実施するなど、受診率向上対策に努めるとともに、LINE を活用した

がん検診の受診促進においては、登録者へのアンケート実施、がん検

診受診率などの結果を評価したうえで、対象を全てのがん検診へ拡充

していくことを検討していく。 

 

２．(3) 田中総務部長 

 本市では、毎年の定期健康診断の受診を職員全員に徹底させるとと

もに、より検査項目の多い人間ドックを希望する職員には、受診に要

する費用の一部を助成し、病気の早期発見を通じた健康管理を支援し

ている。また、健診の結果、医療機関の受診が必要と判断された職員

には、保健師が電話や文書による受診勧奨を行い、結果、9割の職員

を医療受診につなげているほか、残りの職員には受診動向の追跡調査

を繰り返し行い、病気の発症や重篤化の未然防止を図っている。さら

に、職員のがん検診受診率では、国のがん対策推進基本計画が対象と

する年代のうち、大腸がん・肺がんでは 9割以上、胃がん・乳がん・

子宮がんでは 6割以上の職員が受診しており、本年度からの計画目標

である 6割をクリアしているところである。このほか、定年引上げの

実施に伴い増加する高齢期職員については、筋力低下により、転倒災

害のリスクが懸念されることから、身体機能の把握・維持向上に主体

的に取り組めるよう、体力チェックを含む健康教育を実施していく。

今後とも、病気の予防や早期発見の取り組みを通じて、職員が健康で

安心して働ける環境を整備し、個々の能力を十分に発揮して活躍でき

るよう支援していく。 

 

 

３．(1)(2) 嶋野文化振興担当部長 

 (1) 本市域を含めた遠州灘海岸では、年間を通じて晴天に恵まれ、

サーフィンに適した波の高さと程よい水温など好条件な環境を有し

ていることから、遠方からのニーズも含め、多くの方がサーフィンに

親しんでいる。また、サーフショップの存在などサーフィン人口拡大

に繋がる環境も揃っていると認識している。こうした環境や条件を活

かした国際大会の誘致は、本市が進めるビーチ・マリンスポーツの推

進やスポーツコミッション政策に合致しており、また、大会を通じた

人口交流や宿泊、観光など地域経済にも大きく寄与するものと考え

る。一方で、国際大会誘致の実現には、大会規模や受入れ条件、費用

などの情報収集と共に、誘致から開催に至るまでには、静岡県等の関

係者との連携やスポンサーの確保はもとより、主体的な地元の関係者

の存在が必要不可欠であると考える。まずは、国際大会に関する情報
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全オープンまでの期間の盛り上げ

も必要であると考える。 

(1) サーフィンは東京オリンピック

2020で初めて追加種目となり注目

が集まる。県内各所でもサーフィ

ンでの地域振興が進む。長く海岸

線があり、いい波に恵まれている

本市もサーフィン人口が多く、プ

ロサーファーも多く輩出してお

り、本市でもサーフィンでの地域

活性化を進めるべきであると考え

る。ビーチ・マリンスポーツの推

進として、2025年にビーチコート

が一部供用開始になることに合わ

せ、サーフィンの国際大会の誘致

を検討してはと考えるが、どうか

伺う。 

(2) ビーチ・マリンスポーツの振興

に伴って、市民のビーチへの興

味・関心も高まり、海岸線への来

訪者は今後益々増加傾向にあると

考えられる。周辺各市町において、

海岸線の施設が整えられている場

所が多くあることから、本市もビ

ーチ・マリンスポーツの振興発展

に合わせ、海岸沿いに清潔で安心

感のある、多様な属性の来訪者が

利用できる施設やトイレの設置と

ともに、海利用者目線で砂を落と

したり、手を洗ったりできるシャ

ワーや水洗い場などの環境整備を

改めて進めるべきと考えるが見解

を伺う。 

 

 

４ 浜名湖を活かしたプロモーショ

ンについて 

浜名湖では、様々なマリンスポ

ーツやアクティビティを満喫でき

る。浜名湖の雄大で誇るべき自然

環境を活かすべきである。現在も

様々な角度から観光プロモーショ

を収集するとともに、実現の可能性も含め、地元関係者との意見交換

の場を設けていく。 

 (2) これまで、ビーチ・マリンスポーツ事業化計画に基づく同スポ

ーツの振興のための環境整備を目的として、屋外の水場等の整備を行

ってきた。手洗い場については、井戸水を活用したポンプ式の設備を

舞阪地区の舞阪町表浜東駐車場に設置している。また、トイレ、シャ

ワーについては、地元のサーフィン団体からの要望を受け、2020 年

度に白脇地区にある白羽球技場内のトイレ改修と合わせ、簡易シャワ

ーを設置している。今後も、海岸来訪者の利便性や環境維持への配慮

など、必要に応じて検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．(1)嶋野文化振興担当部長 

 本年度より、観光・シティプロモーション課からビーチ・マリンス

ポーツの啓発事業を移管するとともに、ビーチ・マリンスポーツの普

及拡大を目的として設立したビーチ・マリンスポーツ推進協議会を構

成する市内の各競技団体と連携して、情報発信とイベント事業を一体

的に取り組んでいる。市民に向けた周知については、各競技団体の媒

体による情報発信と合わせ、市では専用のホームページや SNS等を活
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質問 答弁 

ンを行っている本市だが、浜名湖

を活かした観光プロモーションの

さらなる拡大を希望し今後の展開

について伺う。 

(1) シビックプライドの醸成を目指

し、市民が地域に愛着や誇りを持

ち、地域の魅力を自ら発信してい

くという好循環を目指すことが重

要である。そこで、今以上に市民

がマリンスポーツやマリンアクテ

ィビティを楽しむ機会の創出が必

要であると考える。現在の市民向

けマリンスポーツの周知・推進の

状況と機会の創出についての考え

を伺う。 

(2) ソーシャルディスタンスを保つ

移動手段として自転車が注目さ

れ、さらに環境志向、健康志向の

面からも世界的に見直されてい

る。しまなみ海道は、台湾の自転

車メーカーであるジャイアントの

協力でイベントが開催されるな

ど、国内外から多くの人が足を運

ぶサイクリングロードとなってい

る。自転車産業で日本を代表する

会社といえば（株）シマノがある

が、ここ浜松には、シマノのサプ

ライヤーが複数社ある。浜名湖の

サイクル・ツーリズムが盛り上が

れば、自転車の街として注目され、

シマノからの協力も期待できるの

ではないかと考える。浜名湖周辺

はハマイチとしてサイクルロード

整備が進められているが、浜名湖

周辺のサイクル・ツーリズムのさ

らなる推進を目指し、サイクル・

ツーリズムとしての現在の浜名湖

周辺の現状と今後の方針について

伺う。 

 

 

 

用し、各団体から集約した情報の発信に努めている。また、市民がマ

リンスポーツを楽しむ機会の創出については、各競技団体と市が相互

に連携し、1年を通じて、様々な大会やイベントを開催している。ま

た、最近では、浜名湖で気軽に最新アクティビティを楽しめるマリン

レジャースポットが誕生していることや、浜名湖の自然環境を活かし

た大会誘致の動きが活発化している。今後は、こうした新たな活動団

体とも連携を広げるとともに、より市民等への関心度を高めるため、

他分野の団体とも連携し、食や音楽などエンターテイメントを融合し

たイベントの開催など、引き続き、機会の創出拡大に取り組んでいく。 

 

４．(2)齊田観光・ブランド振興担当部長 

 本市では、2015 年に静岡県や湖西市などの行政機関や市内のサイ

クリング関係団体とともに「浜名湖サイクル ツーリズム推進会議」

を設立し、事業を推進してきた。本年 4月には、名称を「浜松・浜名

湖サイクル ツーリズム推進会議」に改め、市内全域を対象とした取

り組みへと拡充したところである。具体的な取り組みとしては、浜名

湖一周サイクリングロードや、天竜サイクリングコースなど、地域の

魅力的なコースについて特設ＷEB サイトを通じて情報を発信し、知

名度の向上と誘客の促進に努めている。また、メンテナンス工具等の

貸し出し可能な休憩所であるバイシクルピットを約 120か所、自転車

の持ち込みや保管ができるサイクリストウェルカムの宿を約 30 か所

認定するなど、環境整備にも努めている。このほか、台湾の日月潭と

浜名湖の友好交流協定に基づくサイクリングイベントでのＰＲブー

スの出展や、霞ヶ浦・琵琶湖との三湖連携による合同ＰＲなども実施

している。浜名湖を一周するサイクリングは「ハマイチ」の愛称で親

しまれており、コースの起伏が少なく、湖岸を走る天竜浜名湖鉄道で

の輪行もできることなどから、初心者やファミリーにも楽しめる観光

資源となっている。本年 3 月に 20 回目を迎えた「浜名湖サイクルツ

ーリング」では、国内外の自転車メーカー等が参加する「大試乗会」

も同時開催しており、例年、全国から多くのサイクリストが参加し、

本地域を代表するイベントとして定着してきている。今後も引き続

き、国内外からサイクリストを呼び込むための情報発信やイベント開

催等により浜名湖周辺のサイクリングの魅力向上に努め、サイクル 

ツーリズムの更なる推進を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ 7 枚中 7 枚目） 

質問 答弁 

５ 障害のある学生の修学支援につ

いて 

重度の障害がある学生が通学して

学業を修めることは、現在、簡単に

できる状態にはない。2018年に国が

大学等において重度の障害のある学

生に身体介護等を提供する「重度訪

問介護利用者の大学修学支援事業」

を、それぞれの自治体の裁量で制度

化できるとしたことにより、重度の

障害のある学生が大学への通学や学

内でヘルパーの介助を受けられるよ

うになった。現在、本市ではまだこ

の制度は確立されていない。政令指

定都市の半数以上が重度訪問介護利

用者の大学等修学支援事業を実施し

ており、静岡市でも2019年６月から

施行している。本市でも早急な制度

の確立が望まれるが、本市での重度

訪問介護利用者の大学等修学支援制

度の実施についての見解を伺う。 

５．鈴木健康福祉部長 

 障害者総合支援法に基づく「重度訪問介護」は、重度障害者を対象

に居宅にて入浴、排せつ及び食事の介護等について支援するものであ

り、通学、大学等敷地内の支援は対象外となっている。そのため、国

は、2018 年に政策的な課題に対し地域の実情に応じ実施可能な「重

度訪問介護利用者の大学修学支援事業」を創設し、重度訪問介護を利

用する学生に対し、大学等の通学、修学中における必要な移動介助、

排せつ、食事の介助等の身体介護の提供を可能とし、現在、12 政令

市が事業を実施している。本事業は、大学等に「障害のある学生の支

援について協議・検討や意思決定等を行う委員会」及び「障害のある

学生の支援業務を行う部署・相談窓口」の設置、「重度障害者に対す

る支援体制の構築に向けた計画」の策定による着実な支援を行うこと

を求めている。また、市町村は、大学等と連携を図り、支援体制の構

築に向け、必要な助言等の協力を行う。具体的には、大学等が実施す

る委員会に年に 1回以上参加し、当該学生への支援状況や支援体制等

について確認し、必要な助言を行うこととされている。本市において

も重度訪問介護利用者の修学機会の拡大や社会参加は、共生社会の実

現には不可欠であるため、本市の現状や他都市の状況を踏まえ、大学

等と連携するなかで事業の実施に向け検討していく。 

 

 

 

 


